
須崎港港湾脱炭素化推進計画の作成
に向けた検討の方向性について
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第１回 須崎港港湾脱炭素化推進協議会 資 料 ⑤



  須崎港の港湾脱炭素化推進計画の作成に向けて
【背景】
 ■我が国の運輸・産業分野の脱炭素化に必要な水素・燃料アンモニア等の活用を本格化させるには、産業が集積し海上物流の拠点である
  港湾におけるそのサプライチェーン構築と利用促進が必要

【方針】
 ■高知県の重要港湾３港(須崎港、高知港、宿毛湾港)において、水素・燃料アンモニア等の大量・安定・安価な輸入や貯蔵等を可能とする
  受入環境の整備や、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化、集積する臨海部産業との連携等を通じて温室効果ガス排出のゼロを目指す。
  まずは重要港湾３港の中でCO2排出量が最も多い須崎港について、令和５年度から取り組みを進めていく。
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基本的な方針
 （当該港湾の概要、取組方針等）

計画の目標
 ・温室効果ガス排出量の削減目標や水素等
  の供給目標等

港湾脱炭素化促進事業・実施主体
 ・温室効果ガス削減、吸収作用の保全等に
  関する事業
   （低炭素型荷役機械の導入、ブルーカーボン
  生態系の活用等）
 ・水素等の供給に関する事業

計画の達成状況の評価に関する事項
 ・評価の実施体制、方法、公表方法等

計画期間

その他港湾管理者が必要と認める事項
 ・港湾の脱炭素化に関する将来構想
 ・脱炭素化推進地区の方向性等

「
港
湾
脱
炭
素
化
推
進
計
画
」に
定
め
る
事
項

高知県 土木部
港湾・海岸課

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

 須崎港におけるCO2排出状況を把握し
国・高知県の掲げる目標も踏まえて、
本計画の削減目標を決定

住友大阪セメント㈱高知工場
○セメント製造業

協同組合須崎木材工業団地
○梱包用木材の製造

日鉄鉱業㈱鳥形山鉱業所
○石灰石鉱業

大峰地区

大間地区

港町地区

串の浦地区

湾口地区

浜町地区

【臨海部以外】
  白石工業㈱
  ○炭酸カルシウムの製造

＜重要港湾の排出量推計＞

須崎港
1,361,900 t

(84.15%)

（四国地方整備局の試算結果）

○須崎港の主な利用企業 ○須崎港港湾脱炭素化推進計画に定める事項



  CO2排出量の推計方法   
< 対象範囲 >

　港湾を構成する海域（港湾区域）及び陸域（臨港地区）
　を基本とする。その他、港湾を利用する企業活動も可能
　な範囲で対象に加える。

　 タ ー ミ ナ ル 内 ：ふ頭、建屋、荷役機械
　 ターミナル出 入 ：船舶、車両
　 タ ー ミ ナ ル 外 ：港湾で貨物を取扱う関連事業者、港湾を利用
　　　　　　　　　　して生産等を行う事業者
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(出典) 国土交通省「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル  (令和5年3月)

区   分 基準年(２０１３年) 現状(２０２２年)

ターミナル内 約○○万トン 約●●万トン

ターミナルを出入する
船舶・車両等

約△△万トン 約▲▲万トン

ターミナル外 約□□万トン 約■■万トン

合 計 約♢♢♢万トン 約♦♦♦万トン

第2回協議会で報告予定

大間地区

港町地区

大峰地区

湾口地区

日鉄鉱業㈱鳥形山鉱業所
○石灰石鉱業

協同組合須崎木材工業団地
○梱包用木材の製造

【内陸部】白石工業㈱
  ○炭酸カルシウムの製造

住友大阪セメント㈱高知工場
○セメント製造業
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  アンケート／ヒアリング調査の実施について   

内　　　　容 調　査　結　果　の　用　途 方 法

○主な事業内容 ・対象事業者の具体的な事業内容の把握
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○電力・燃料の使用状況 及び 今後の見通し • 港湾利用を介して排出される CO2排出量の推計

 (「ﾀｰﾐﾅﾙ内」「ﾀｰﾐﾅﾙ出入」「ﾀｰﾐﾅﾙ外」で区分)

• CO2削減量の推計

CO2排出量の把握、ＣＯ２の削減目標、港湾・

産業力強化に資する脱炭素化の取り組み等　

　①買電電力／自家発電の消費量

      (2013・現状・2030・2050)

　②燃料の利用量

      (2013・現状・2030・2050)

　

　

○次世代エネルギー資源の利用状況

　及び 今後の見通し

• 次世代エネルギー資源の需要ポテンシャルを推計

　　　　水素、燃料アンモニア等の供給目標等

　　　－現状・2030年・2050年の状況

　　　及び 見通し

　　－活用可能な土地・貯蔵タンクの有無

○脱炭素化に関する取り組み方向性等 ・対象事業者の取組内容、興味・関心のある技術、　

　脱炭素化における懸念事項や要望の吸い上げ

　　　土地利用の方向性、脱炭素化の将来構想等

　
　　－脱炭素化に向けた取組内容、計画

　　－興味・関心のある技術

　　－脱炭素化に取り組む上での懸念事項
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○立地企業及び港湾施設の使用実績から、利用者に対してアンケート調査及びヒアリングを実施し、事業活動に伴う
CO2排出量の把握 及び 次世代エネルギー資源の利活用促進等の取り組みに関する状況を把握

○実施時期：令和５年10月～

CO2排出量の推計フロー
■アンケート調査結果
 －電力・燃料使用量を把握

（調査結果が得られない場合）
 ➡港湾統計等のデータより、企業分野
  に応じた活動量より推計

■CO2排出量を推計
 ①エネルギー使用量に各燃料の排出係数を乗じ算出
 ②特定排出事業所として排出量を把握できる場合、
  特定排出事業所データを採用
 ③データから各種マニュアル等を参考にCO2排出量    
  を推計

温対法に基づく特定排出事業所の
CO2排出量を確認

■次世代エネルギー需要を推計
 －現在の燃料使用量からエネルギー量を算出し、
  次世代エネルギーに置き換えた場合の必要量
  を算出
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  CO2排出量の推計方法／アンケート・ヒアリング先について   

【ターミナル内／外のCO2排出量】
○関係者アンケート等で把握した電力使用量・使用燃料より、CO2排出量を推計
　　例）○○工場 　➡          消  費  電  力  ：25,000 kWh(年間)　×　0.446 kg-CO2/kWh(四国電力HPより)　＝　11.15 t-CO2
　　　　　　              ➡　消費燃料(フォークリフト)：  軽 油   4 kL(年間)　×　2.58 tCO2/kL(マニュアル係数)　＝　10.32 t-CO2

【ターミナルを出入りする船舶・車両等】
○港湾統計等で把握したターミナル出入り船舶より、CO2排出量を推計
　　　CO2排出量　＝　燃料使用量(kg)　÷　比重(kg/ℓ)　×　10-3　×　排出係数（t-CO2/kℓ）
              （燃料使用量　＝　0.17×(定格出力)0.98×((荷役時の負荷率))0.98×荷役時間×稼働基数＋(非荷役時の負荷率)0.98×非荷役時間×稼働基数）

○関係者アンケート等で把握した貨物輸送状況(輸送量、輸送距離等)より、ＣＯ２排出量を算出
　　　CO2排出量　＝　ＣＯ２排出量原単位(t-CO2/t・km)　×　輸送量(t)　×　輸送距離（km）
              （CO2排出量原単位　＝　改良ﾄﾝｷﾛ法燃料使用原単位(ℓ/t・km) × 10-3 × 燃料のCO2排出係数(tCO2/KL)

(出典) 「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル (2023年3月)
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地 区 名 称 実 施 時 期
港町地区 須崎木材工業団地 協同組合 実施済み

(2023.10)
吉村木材㈱ 実施済み

(2023.10)
松浦木材㈱ 実施済み

(2023.11)
市川木材㈱ 実施済み

(2023.11)
(株)須崎海運商会

2023.12～

大峰地区 住友大阪セメント 実施済み
(2023.11)

大窯汽船高知(株) 実施済み
(2023.11)

地 区 名 称 実 施 時 期
港町地区 ㈲寺田砂利 実施済み

(2023.11)
㈲池田砂利輸送 実施済み

(2023.10)
岡崎砂利㈲ 実施済み

(2023.11)
湾口地区 日鉄鉱業㈱鳥形山工業所 実施済み

(2023.10)
その他 白石工業㈱ 実施済み

(2023.10)
丸和林業㈱

2023.12～

高知福山通運㈱高知支店 実施済み
(2023.10.12)

入交海運㈱須崎事務所
2023.12～

【アンケート・ヒアリング先】



   【参考】須崎港のCO2排出量試算結果（四国地方整備局_試算）  
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非公開



  アンケート様式について   
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  第２回協議会における検討事項について

■ 温室効果ガス削減目標

区   分 基準年
（2013年）

現状
（2022年）

ターミナル内 約○○万トン 約●●万トン

ターミナルを出入する
船舶・車両等

約△△万トン 約▲▲万トン

ターミナル外 約□□万トン 約■■万トン

合 計 約♢♢♢万トン 約♦♦♦万トン

区   分 短中期
（～2030年）

中長期
（～2050年）

ターミナル内 約○○万トン 約●●万トン

ターミナルを出入する
船舶・車両等

約△△万トン 約▲▲万トン

ターミナル外 約□□万トン 約■■万トン

削 減 量 ♢♢ % 100 %

【実 績】 【削 減 目 標】

計画達成に向け、
区分毎に削減目標
を設定

■ 次世代エネルギー活用検討

区   分
水素等 需要量（トン／年）

（水素換算値）

2030年 2050年

ターミナル内 ○○万トン ●●万トン

ターミナルを出入する
船舶・車両等

△△万トン ▲▲万トン

ターミナル外 □□万トン ■■万トン

合 計 約♢♢♢万トン 約♦♦♦万トン

・事業者へのヒアリング／アンケート結果及び国内・国外事例などをもとに、現時点における需要量を推計
 （技術進展、需要創出等により変化が見込まれる場合、適宜見直しを実施）

・事業者へのヒアリング／アンケート結果より現状把握を行い、短中期（～2030年）及び中長期（～2050年）の目標を設定

（参 考）

※１　エネルギー基本計画（2021.10.22閣議決定）　
※２　第25回水素・燃料電池戦略協議会資料（2021.3.22）
※３　燃料アンモニア導入官民協議会　中間取りまとめ　（2021.2.8）　
※４　2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略　（2021.6.18）
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  港湾における脱炭素化のイメージ

【供 給】水素等の受入環境整備

凡 例

■ 水素や燃料アンモニア等の輸移入のための受入環境を整備

出典 ： 川崎重工 HP

出典 ： 川崎重工 HP

出典 ： トヨタL＆F  HP

出典 ： 土佐酸素㈱  HP

大間地区

大峰地区

港町地区

浜町地区

串の浦地区

湾口地区

大峰地区港町地区 湾口地区

【利 用】港湾オペレーションの脱炭素化

■港湾荷役機械など、港湾オペレーションの脱炭素化
○荷役機械やトラック等の燃料電池化、低酸素化(電動化)の推進
○陸上電力供給設備の導入（係留船舶への陸電供給）
○ブルーカーボン   など

出典 ： トヨタ HP

出典 ：CSP Cruise Portal

■港湾荷役機械など、港湾オペレーションの脱炭素化
○港湾施設（倉庫、照明等）の省エネ化推進

高知県 土木部
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  港湾脱炭素化推進計画作成に係るスケジュール
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令和５年度 令和６年度 令和７年度

 ■脱炭素化推進計画の作成

 ■脱炭素化推進計画の推進

STEP 1

STEP 2

須崎港港湾脱炭素化推進協議会の設置について
須崎港の概要について
四国地方整備局からの情報提供
四国経済産業局からの情報提供
高知県脱炭素社会推進アクションプランについて
須崎港港湾脱炭素化推進計画の作成に向けた検討の方向性について

■ 第１回（１２月１日）
須崎港における港湾脱炭素化推進計画について（素案）

   －次世代エネルギーの供給計画
   －計画達成状況評価について 等
    （実施体制、方法、公表方法等） 

   その他

■ 第３回（未定）

須崎港における
   －CO2排出量推計結果の報告
   －温室効果ガス排出量の削減目標の提案
   －水素、アンモニア等の需要推計・供給目標の提案 等

その他

■ 第２回（未定）
須崎港における港湾脱炭素化推進計画について（案）

   －港湾の脱炭素化に関する将来構想
   －脱炭素化推進地区の方向性
   －ロードマップ          等

その他

■ 第４回（未定）

協議会開催 (４回開催予定)

計画作成・公表

令和7年度より
取組を展開

高知県 土木部
港湾・海岸課

第1回
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